××××年3月30日
「職務執行確認書　参考法令と解説」

株式会社○○○○
監査等委員会

1． 取締役の競業避止義務についての確認

〈適用法令〉

【会社法356条1項1号、365条1項・2項】　（紹介法令は必要箇所のみ記載。以下も同様）
「取締役が自己または第三者のために会社の事業の部類に属する取引をしようとするとき（356条1項1号）」は「取締役会において、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない（365条1項）」取引をした「取締役は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な事実を取締役会に報告しなければならない（365条2項）」
〈解　説〉

· 取締役は、自分自身や他の会社などのために会社の事業と競業・バッティングするような分野の事業を避けなければなりません。あえて必要ある場合は事前の取締役会の承認や事後報告が必要となります。競業取引といわれる条文です。

２．利益相反取引についての確認

〈適用法令〉

【会社法356条1項2号・3号】　
　「取締役が自己又は第三者のために株式会社と取引をしようとするとき」「株式会社が取締役の債務を保証することその他取締役以外の者との間において株式会社と当該取締役との利益が相反する取引をしようとするとき」は「取締役会において、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない」
【会社法365条2項】
　上掲条文の取引をした「取締役は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な事実を取締役会に報告しなければならない」　
〈解　説〉

· この条文は利益相反取引または自己取引といわれるものです。

· 取締役自身や自分が経営ないし関与している他の会社などと会社が取引をする場合や会社が取締役やその経営する会社の金融機関等からの借入の債務保証をする場合など、会社に不利益を与えないように取引内容の取締役会の事前承認と事後の結果報告を求めるものです。
３．株主への無償の利益供与と非通例的取引についての確認

〈適用法令〉

【会社法120条1項、970条1項・2項】　
　「株式会社は、何人に対しても、株主の権利の行使に関し、財産上の利益の供与をしてはならない（120条1項）」「株式会社またはその子会社の計算において財産上の利益を供与したときは、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処す（970条1項）。情を知って前項の利益の供与を受け、又は第三者にこれを供与させた者も、同項と同様とする。（970条2項）」

〈解　説〉

· この条文は、総会屋等の特殊株主を想定したもので、株主総会の議決権や議案提案権、株主代表訴訟権など株主の権利を行使するとして、会社に金品を不当に要求することを禁じたものです。この法律に反すると、渡した会社側も、要求した側も処罰されます。
· 直接的な金品の支払いでなくとも、特殊株主が発行する出版物の購入や広告掲載なども対象となりますので注意が必要です。非通例的取引としては株主平等の原則に反するような優遇措置を認めた特殊取引などで、過去にあった鉄道会社グループの子会社を経由した不動産売買の異常価格による総会屋への利益供与等もその一つです。
４．子会社との通例的でない取引についての確認

〈適用法令〉

【会社法399条の13第1項1号ハ、会社法施行規則110条の4第2項5号、会社法399条の3第2項】　
　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（399条の13第1項1号ハ）」「当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（規則110条の4第2項5号）」（内部統制システム）の構築は取締役会の責務であり、その状況を監査するため「監査等委員会が選定する監査等委員は、子会社に対して事業の報告を求め、又はその子会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。（399条の3第2項）」と定められている。
〈解　説〉

· 子会社に対して親会社の押し込み販売等恣意的な取引の強要や、子会社を通しての特殊株主との異常な取引を行う危険性を防止する意味を有する条文です。
· 子会社との取引は違法性の問題にとどまらず、しばしば税務当局の摘発対象となり、思わぬ社外流失（課税による出金）を招くこととなるので注意を要します。
５．不適正な経理処理(粉飾決算)および計算書類等の虚偽記載を行わないことの確認
〈適用法令〉

【会社法429条】役員等の第三者に対する損害賠償責任　
　「計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載を行ったときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う」（会社法429条2項1号ロ）

【金商法197条[罰則]1項】有価証券報告書の虚偽記載罪　　

「10年以下の懲役、若しくは1,000万円以下の罰金又は併科」

〈解　説〉

· 粉飾決算とは企業業績が悪化し、利益の低下または欠損を生じた場合に、会計処理を操作して架空の利益を計上し、または損失を少なく見せかける事です。
· 粉飾決算は結果として違法配当や違法な役員賞与とお手盛り報酬を伴うこととなり、関与した取締役は民事責任（損害賠償）と刑事責任（特別背任罪など）を負うことになります。
６．職務執行に関する法令遵守の確認

〈適用法令〉

【会社法399条の13第1項1号ハ】　
　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」（会社法399条の13第1項1号ハ）

〈解　説〉

· 職務執行の法令遵守に関し質問させていただいております。
７．内部統制システムについての確認

〈適用法令〉

【会社法399条の13第1項1号ロ・ハ、会社法施行規則110条の4】　
　「取締役会は、…次に掲げる職務を行う。次に掲げる事項の決定。「監査等委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項」「①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制（内部統制システム）の整備（399条の13第1項1号ロ・ハ）」

[法務省令で定める体制]（規則110条の4）

　「②監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項」「③上記②の取締役及び使用人の当該株式会社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項」「④監査等委員会の②の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項」「⑤監査等委員会への報告に関する体制」「⑥上記⑤の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制」「⑦監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項」「⑧その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制」「⑨取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」「⑩損失の危険の管理に関する規程その他の体制」「⑪取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」「⑫使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」「⑬当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」
〈解　説〉

· 内部統制システムの決議は取締役会で行うこととされていますが（会社法399条の13第1項1号ロ・ハ、2項）、その業務の執行及び内部統制システムの整備は個々の取締役の責務とされています。
８．金融商品取引法の財務報告に係る内部統制についての確認

〈適用法令〉

【金融商品取引法24条の4の2、同24条の4の4、同193条の2第2項、同197条の2第5号・第6号】　【2007.2.15企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の実施基準」】等
· 上場企業は、平成20年4月1日以降の事業年度から、自ら自社及びグループ会社の財務報告に係る内部統制の状態を評価し、「内部統制報告書」を作成、監査法人がその報告書を監査した「内部統制監査報告書」を添えて有価証券報告書を内閣総理大臣に提出することとなった。

· 金融商品取引法は「財務報告の信頼性の確保」のため、経営者・取締役会に財務報告に係る内部統制体制の企画・構築・評価・改善のPDCAを求めているものである。
〈解　説〉

· 金融商品取引法の「内部統制」とは、以下の４つの目的の達成のため企業内のすべての者によって遂行されるプロセスであるとされ、会社法の内部統制システムと重なるものです。
1 業務の有効性および効率性の向上

2 財務報告の信頼性の確保

3 事業活動に関わる法令等の遵守

4 資産の保全

· 特に②の目的に対して内部統制が有効に機能しているかを評価するために金融商品取引法の所謂J-SOX法と呼ばれる条文が「内部統制報告書（経営者が作成）」および「内部統制監査報告書（監査人が作成）」の作成・報告を求めており、未実施や故意の報告に対し刑事罰を含めた厳格な罰則が盛り込まれています。

· 財務報告の内部統制は会社レベル統制（経営風土や組織体制など）・IT全般統制・業務プロセス統制の３種類に大きく分類されています。
９．取締役の善管注意義務および忠実義務についての確認

〈適用法令〉

【会社法330条、民法644条】（善管注意義務）

　「株式会社と役員及び会計監査人との関係は、委任に関する規定に従う。（会社法330条）」 「受任者は、委任の本旨に従い、善良なる管理者の注意をもって、委任事務を処理する義務を負う。（民法644条）」
【会社法355条】（忠実義務）

　「取締役は、法令及び定款並びに株主総会の決議を遵守し、株式会社のため忠実にその職務を行わなければならない。」

【会社法423条1項】（役員等の株式会社に対する損害賠償責任）

　「取締役、会計参与、監査役、執行役又は会計監査人は、その任務を怠ったときは、株式会社に対し、これにより生じた損害を賠償する責任を負う。」

〈解　説〉

· 会社と取締役（監査等委員である取締役を含みます。）は委任の関係にあり、受任者である取締役（監査等委員である取締役を含みます。）は善良なる管理者の注意義務が求められ、法令・定款・株主総会の決議を遵守し、会社のため忠実にその職務を行うことが求められています。担当職務はもちろんのこと会社全体の職務執行に責任を負っていることが大きなポイントです。また任務懈怠と認定されると損害賠償責任も発生します。
１０．取締役の監督責任および経営判断原則遵守についての確認

〈適用法令〉

【会社法399条の13第1項1号・2号】（取締役会の権限等）

　「取締役会は、業務執行の決定を行うとともに取締役の職務の執行を監督する。」 

【会社法369条5項】（取締役会の決議）

　「取締役の決議に参加した取締役であって議事録に異議をとどめないものは、その決議に賛成したものと推定する。」
〈解　説〉

· 取締役は、意思決定と業務執行だけでなく監視・監督の役割、つまり、取締役会のメンバーとして、代表取締役およびその他の取締役の業務執行を監視する義務を負っています。取締役は他の取締役が法令や定款に違反する行為や会社に損害を与える行為をしようとしたときは、取締役会開催を請求し、指摘し是正させなければなりません。なお、監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役会を招集することができます（会社法399条の14）。
· 経営の意思決定については、その決定のプロセスが合理的かつ誠実なものとして、判例で定着して判断基準、いわゆる「経営判断の原則」によるとされております。
· 「経営判断の原則」とは、取締役会等での各取締役の意思の表明が

1 事実認識に重要かつ不注意な誤りがなく

2 意思決定過程が合理的で

3 法令又は定款に違反せず

4 通常の企業経営者として明らかに不合理でない

5 会社の利益を第一に考えて

なされていることであると言われています。

１１．取締役の監査等委員会への報告義務についての確認

〈適用法令〉

【会社法357条】
　「取締役は、株式会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した時は、直ちに、当該事実を監査等委員会に報告しなければならない。」

〈解　説〉

· 内部統制システム構築の決議についてもふれられておりますように、取締役には会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は直ちに監査等委員会へ報告する義務があることをご理解下さい。
1２．インサイダー取引についての確認

〈適用法令〉

【金商法165条、同166条、同167条】
　省略
【○○規程―インサイダー取引管理規程】
　『この規程は、内部者取引の未然防止を図るため、役職員がその職務に関して取得した内部情報の管理、役職員の株式等の売買等の規制および役職員の服務に際し遵守すべき基本的事項を定めることを目的とする。（1条）』　

『役職員は、職務に関して知った内部情報を、職務の遂行上必要と認める者以外の者に伝達してはならない。（4条）』
『役職員は、職務に関して内部情報を知った時から当該情報の公表が行われるまでの間は、当社の株式等の売買をしてはならない。（7条）』

〈解　説〉

· 金商法条文は多岐に渡るため省略。

· 役員等の内部者が重要事実の公表前に株式の売買をおこなうことは禁止されています。
· 当社には「インサイダー取引管理規程」が制定されており、株式の売買は本規程によります。

1３．会社との取引、関連当事者との取引についての確認

〈適用法令〉

【会社計算規則112条】
　「関連当事者との取引の注記は、次に掲げる事項……（を記載する）。……七、当該株式会社の役員及びその近親者（112条4項7号）」
【財務諸表等規則8条の10】
　「財務諸表の提出会社と関連当事者との間に取引がある場合には、その重要なものについて、次の各号に掲げる事項を原則として関連当事者ごとに注記しなければならない」

【財務諸表等規則8条17項7号・6号】

　「この規則において「関連当事者」とは、次に掲げる者を言う。……その近親者（二親等内の親族）……」
〈解　説〉

· 役員（取締役、監査等委員）の近親者（２親等以内の親族）又は役員とその近親者が議決権の過半数を所有している会社が当社及び当社子会社と取引ある場合は、『関連当事者』として有価証券報告書に取引内容・取引金額などを記載することが義務付けられています。会社法も近親者（２親等以内の親族）との取引がある場合は計算書類の個別注記を作成することと定めています。
· ２親等以内の親族とは、自己と妻の、祖父母・父母・子・子の配偶者・孫・孫の配偶者・兄弟を言います。
· 有価証券報告書への記載漏れが発生すると単純なミスでも虚偽記載となるので留意が必要です。

1４．取締役の欠格事由不在の確認

〈適用法令〉

【会社法331条】
　「次に掲げるものは、取締役となることができない。
〈解　説〉

· 条文内容概略は業務執行確認書の質問内容の通りで記載を省略します。
≪１５．は、取締役監査等委員への確認事項　≫
1５． 社外役員の三親等以内親族の当社及び特定関係事業者への勤務状況の開示
〈適用法令〉

【会社法施行規則124条1項3号】
　「社外役員が当該株式会社又は当該株式会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役、業務を執行する社員……の三親等以内の親族その他これに準ずるものであることを当該株式会社が知っているときは……」

【会社計算規則2条3項18号】
　「特定関係事業者　次に掲げるものをいう。イ－当該株式会社の親会社並びに当該親会社（当該株式会社に親会社がない場合にあっては、当該株式会社）の子会社及び関連会社……。ロ－当該株式会社の主要取引先である者」

〈解　説〉

· 公開会社の事業報告の記載事項として、社外役員の三親等以内の親族（伯叔父母・甥・姪・曾孫）が当社及び特定関係事業者に取締役・執行役・社員として勤務しているときは、その名前・勤務先等の事実の開示が義務付けられています。
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